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第 41 巻第１号、2017 年３月・2017 年６月）を参照していただければ幸いである。
（４） 　判例及び通説は、債権的伝貰を債権の賃貸借として分類する。金龍潭編『注釈民法
物権（3）』朴淳成執筆（韓国司法行政学会、2011 年）229 頁、池元林『第８版民法講義』









び債権的伝貰、20.3％（ソウル 25.1％）が保証金付月貰（注 2の③－ 1）、2.7％
（ソウル 3.4％）が保証金無し月貰（注２の③－ 2）、0.7％（ソウル 0％）が朔
月貰（注２の③－ 3）、4.0％（ソウル 3.2％）が無償であった。なお、伝貰権
及び債権的伝貰の比率は、少しずつ減少する傾向にある（2010 年 21.7％（ソ
ウル 32.8％）→ 2012 年 21.8％（ソウル 32.5％）→ 2014 年 19.6％（ソウル


















2014 年 2015 年 2016 年 2017 年
ソウル 179,857,605 ウォン 192,298,782 ウォン 217,793,287 ウォン 251,348,311 ウォン












2015 年６月）、李鴻旼「債権的伝貰の法的規律」（高麗法学第 66 号、2012 年 9 月）、吳
始暎「伝貰権の用益物権性と担保物権性の分離による立法論的考察」（民事法学第 48 号、
2010 年３月）、吳世烈「伝貰権の成立に関する諸問題」（法曹第 56 巻第 4 号、2007 年
４月）、郭潤直「伝貰権制度に関する若干の考察」（法学（ソウル大）第３巻第２号、
1962 年）、権載文「伝貰権の法的性質」（法史学研究第 49 号、2014 年４月）、南孝淳「伝
貰金と伝貰権の関係」（法学（ソウル大）第 49 巻第３号、2008 年９月）、梁彰洙「韓国
民法学 60 年の成果と今後の課題」（民事法学 36、2007 年５月）、尹大成『韓国伝貰権
法研究』（三知院、1988 年）、同「住宅賃貸借保護法と未登記伝貰の対抗力」（消費生活
研究第 11 号、1993 年 6 月）、同「伝貰権と不動産質権との比較」（社会科学研究第７巻
第１号、2007 年８月）、同「伝貰権と未登記伝貰との関係：立法論的検討」（民事法学




その 2、第 1韓国における伝貰をめぐる議論の動向」（ジュリスト 1351、2008 年３月）、
高翔龍『韓国法〔第３版〕』（信山社、2016 年）、同「韓国における不動産賃貸借制度」（東
洋文化研究９号、2007 年３月）、瀬川信久「なぜ韓国では伝貰金が授受されるのか？－
わが国の保証金・借地との比較－」（北大法学論集第 50 巻第 4号、1999 年 11 月）、石
昌目「韓国における住宅賃貸借－伝貰制度を中心に－」（北大法学論集第 50 巻第４号、
1999 年 11 月）、尹大成「伝貰権の歴史と解釈」加藤雅信ほか編『21 世紀の日韓民事法
学―高翔龍先生日韓法学交流記念―』（信山社、2005 年）。
（９） 　民法典は、1958 年２月 22 日法律第 471 号として制定、1960 年１月１日より施行され、
現在に至っている。日本と同様に、第１編総則、第２編物権、第３編債権、第４編親族、
第５編相続となっている。




















（11） 　民議院法制司法委員会民法案審査小委員会『民法審議録（上）』（1957 年）182 頁～
183 頁。



































（17） 　李相泰「伝貰権上に設定された抵当権の効力」（一鑑法学第７巻、2002 年 12 月）24 頁、
同「伝貰権抵当権者の法的地位」（民事法学第 38 号、2007 年９月）583 頁、イホヘン・
前掲注（8）12 頁、吳世烈・前掲注（8）11 頁。
（18） 　尹大成・前掲注（8）「伝貰権と不動産質権との比較」126 頁。


















































































































（25） 　大法院 1977.4.13.宣告 77 マ 90 決定。


























































































































民法第 319条（準用規定）第 213 条、第 214 条及び第 216 条ないし第 244 条の規定は、
伝貰権者間又は伝貰権者と隣地所有者及び地上権者の間にこれを準用する。
民法第 371条（地上権、伝貰権を目的とする抵当権）①本章の規定は、地上権又は伝
貰権を抵当権の目的とした場合に準用する。
②地上権又は伝貰権を目的として抵当権を設定した者は、抵当権者の同意なしに地上
権又は伝貰権を消滅させる行為をすることができない。
